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研究の概要（４行以内） 
サービス産業の生産性向上は、日本が経済停滞から脱するための最も重要な要件である。本研
究では、産業・企業レベルの実質生産・生産性計測上の問題を最大限解決した上で、この新し
い計測結果を用いて生産性の決定要因を調べる。分析結果に基づき、サービス産業の生産性向
上策と、サービス産業の実質生産・生産性に関する政府統計の改善についても提言する。 

研 究 分 野： 社会科学 

キ ー ワ ー ド： 経済政策論、サービス産業、生産性 

１．研究開始当初の背景 
日本に関する多数の先行研究は、サービス産
業の生産性（実質生産指数／生産要素投入指
数）上昇が 1990 年代から停滞しており、ま
た生産性の水準自体も欧米諸国より低いこ
とを指摘してきた。サービス産業（本研究で
は、農林水産鉱工業以外の全ての経済活動を
分析対象とする）は、GDP・就業者どちらで
見ても、日本全体の 8 割を占めており、経済
成長や生活水準引き上げのためには、この問
題の解決が喫緊の課題である。 
 
２．研究の目的 
日本では、統計部局の人員不足問題もあり、
サービス産業に関する統計の整備・改善はほ
とんど進んでおらず、他の先進国に後れをと
っている。本研究では、日本を代表する生産
性研究チームが統計部局等と連携し、海外と
の密接なネットワークも生かし、サービス産
業の実質生産・生産性計測の抜本的改善と、
生産と消費の同時性を考慮した新アプロー
チによりサービス産業生産性の包括的研究
を行う。サービス産業の生産性計測と生産性
向上策に関する世界の研究と経済政策に、大
きな寄与が期待できる。 
 
３．研究の方法 
以下の 4 班が緊密に連携して行う。 
<統括・計測>サービス業（商業・建設・教育・
医療・公務・社会保険等）に関し、質を調整
したデフレーター・生産量指標を作成し、望
ましい作成方法を統計担当部局に提言する。
医療産業について、質を調整した生産量指標

に基づく生産性を計測し、その決定要因を検
証する。サービス生産性の都道府県間比較指
標を作成する。第四次産業革命の影響につい
て調べ、生産性動学分析も行う。 
<資本蓄積>サービス業と競合する公的部門
を含めた無形資産投資・ICT 投資データを整
備し国際比較することを通じ、日本における
無形資産投資・ICT 投資の決定要因を探求す
る。決定要因として特に、資金調達、未発達
な ICTサービス市場、中小企業における停滞、
公的分野での投資政策変遷等に注目する。 
<労働・人的資本>要素市場の不完全競争を考
慮し、生産関数を推計する。高齢者や子育て
後の主婦による、労働供給の賃金への影響を
調べる。サービス産業企業の営業部門労働者
の日誌と成果のデータを接合し、各個人の生
産性を測定し決定要因を分析する。サービス
の家庭内生産、購入、労働供給間の代替関係
を分析する。大規模ミクロデータにより、サ
ービス産業の生産性の向上に資する高等教
育の性格を明らかにする。 
<生産と消費の（空間的・時間的）同時性>サ
ービス消費と余暇の補完性を考慮し、効用関
数を推計し、更に定年退職がサービス消費に
与える影響を分析する。一般のサービス産業
立地問題に加え、顧客やヴェンダーとの連携
が重要な巨大都市型サービス産業（金融・広
告等）の立地や生産性を分析し、地域間格差
や中小都市中心地の衰退対策について提言
する。 
 
４．これまでの成果 
データの収集とそれを活用した研究論文の
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執筆に加え、以下の成果があった。 
1） サービス産業の生産性動向を詳細な産業

別に分析するため JIP2015 を全面改訂し
2008SNAに対応したJIP 2018を完成させ
た他、サービス産業を中心に生産性の地域
間格差の要因分析を行う日本都道府県産
業生産性（R-JIP）データベースの改訂・
更新(R-JIP 2017） 

2） 建設、商業、医療、教育等に関する生産
量とその質、デフレーターの作成に関す
る内閣府との共同研究 

3）R-JIP 2018 およびその付帯表として作成
した都道府県間のサービス価格差情報、お
よび企業ミクロデータ等を用いて、日本の
サービス産業の地域構造の変化、特に、新
しい都市型サービスの興隆による地域間
格差拡大に焦点を当てた研究 

4）日本生産性本部より取得した「顧客満足度デ
ータ」と財務データの紐づけを行い、顧客満
足度と労働生産性に関する研究を実施 

5）家庭内サービスと市場サービスの代替に
関する調査や AI、IT に関する調査を実施
し、分析結果を本として刊行 

6）当初計画していた医療マネジメントに関する
調査を、内閣府と調整して内閣府公式統計
（サービス産業に関するマネジメントと組
織プラクティスに関するサーベイ（MOPS））
に入れ込むことに成功し、またその予備調査
を医療機関を対象に実施 

7）Time Use とサービス支出の関係を分析す
るための独自調査の実施とその分析 

8）「国民生活基礎調査」を用いた、高齢者の
就業率引き上げの可能性の推計やLOSEF
（「くらしと仕事に関する調査」）を用いた
研究成果の公表 

9）OECD の国際成人力調査（PIAAC）個票
を用いた国際比較研究 

10）IT 投資が停滞している原因に関する分析 
11）政府の企業統計ミクロデータ等を用いた

サービス産業生産性決定要因の分析 
 
５．今後の計画 
これまでに実施した独自調査や入手予定の
政府統計ミクロデータ、蓄積した知見等を活
用し、以下のことを行う。 
1）現行のGDP 統計の問題点により生じている

生産量や TFP に関する計測誤差の推計、お
よびJIPデータベースを用いた、現行のGDP
統計を改善する代替案の検討 

2）サービスの質に関する日中米韓比較調査
の実質分析と、ICP の国際比較統計の改善
策の検討 

3）サービス産業において人的資本蓄積や
ICT・無形資産投資が停滞している原因の
解明（女性や高齢者の雇用問題を含む） 

4）欧州研究者と連携して実施した IT 利用度
に関する調査結果の分析 

5）「雇用と子育てに関するパネル調査

（LOSEF）」の実施と調査結果の分析 
6）医療分野で内閣府が実施した「マネジメ

ント調査」ミクロデータを用いた分析 
7）政府統計ミクロデータ等を用いた、大企

業と中小企業間の生産性格差の分析 
8）企業内、企業間の労働の再配分の現状や望
ましい再配分を妨げている要因の解明 

9）大企業と中小企業間の生産性格差の原因
の解明 

10）教育産業におけるパフォーマンスの計測
や生産性の決定要因の研究 

11）サービス産業生産性の地域間格差のうち、
物価格差による計測誤差の計測や、土地投入、
人口集積の生産性への影響の検証 

これらの研究成果は、学術論文として公表す
る他、プロジェクト全体で 1 冊の本として纏
め出版する。また、各テーマに関する必要な
政策の提言も行う。政策提言については、一
橋大学政策フォーラムの制度を活用し、シン
ポジウムと新聞発表を通じて、広く社会に訴
えたい。 
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